
　１．はじめに

　交通事故防止には、やみくもに交通安全施設整備

や安全教育を実施するのではなく、道路利用者の行

動特性を考慮することが必要である。特に、社会の

高齢化や生活様式の多様化に伴った交通事故の多様

化が進む中で、効果的な交通事故対策を検討するた

めには、運転者等の道路利用者の行動特性に着目し

た交通事故分析も不可欠である。

　人間の社会・生活行動に影響を与える要因として

最も強いものに時間がある。中でも、時刻、曜日、

季節は、多くの人々の生活行動を支配している。し

かし、従来の事故分析の多くは、時間的要因として

月別、時間帯別あるいは曜日別のうちの一つを切り

口とした分析であり、複数の要因を組合せた分析例

はほとんどない。

　そこで、本論文では、時間的要因に影響された歩

行者の行動特性を考慮した議論を行うために、分析

例が少ない時間帯別・月別のクロス集計により歩行

者事故の特徴を調べるとともに、行動特性に基づく

歩行者事故対策について論じる。

　なお、本論文では、平成１０年から平成１２年の交通
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　歩行者事故防止対策の基本はシートベルトのような安全デバイスではなく衝突回避と考

えられ、事故防止には歩行者の被視認性や行動特性を考慮することも必要である。歩行者

の行動特性は道路利用者の社会・生活活動と密接に関連し、時刻、曜日、季節により変動

する。本論文では、歩行者事故を月別・時間帯別に分析し、薄暮等の明暗条件が歩行者事

故に与える影響を調べることで、各月の歩行者事故の多発時間帯が日暮時刻に連動して推

移することを明らかにするとともに、明暗条件による歩行者の被視認性や行動特性を考慮

した歩行者事故防止策について論じた。
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事故統計データを分析対象としている。

　２．月別・時間帯別歩行中死者数及び死傷者数

　Fig.1は平成１０年から１２年までの３年間の歩行中

死者数を月別・時間帯別に集計したものである。１０

月から４月にかけて夕方の時間帯に死者数が多いこ

とが示されている。

　従来から、薄暮時には事故が多くなるという報告

例も多く、早めの点灯により交通事故防止を図って

いる県もある１）。Table 1はFig.1に示した月別・時

間帯別死者数に、明暗条件を追加して示したもので

ある。各月の死者数が多くなる時間帯が、日の入＊１
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Fig. 1　別・時間帯別歩行中死者数（平成１０～１２年の３年分）

　＊１　日の入時刻は場所によって異なる。東経１４５度３６分北緯
４３度２０分の根室と、東経１２７度４０分北緯２６度１３分の那覇
では、季節によって日の出、日の入時刻に２時間程度の
差がある。また、同じ月でも、月初めと月末では３０分程
度の差がある。このため、日の出、日の入時刻に着目し
た議論を厳密に行うためには、事故発生地点毎に、発生
日時の日の出、日の入あるいは夜明け、日暮れ時刻を調
べて分析することが必要と考えられる。

　　　　しかし、Table 2に示すように全国４７都道府県庁所在
地の各月の日の出、日の入時刻の標準偏差が２０分程度で
あることから、交通事故を１時間単位で集計・分析する
場合には、日の出、日の入時刻についても、全国平均値
の時刻が含まれる時間帯（１時間単位）としても問題な
いと考えられる。そこで、本論文では、全国平均の日の
出、日の入時刻を使って事故分析を行うこととした。

　　　　日の入、日の出、明け方、日暮れの定義は理科年表３）

に従っている。順序関係では、日の出時刻の３０分程度前
が夜明け、日の入時刻の３０分程度後が日暮れとなる。平
均日暮れ時刻については、各地の値が掲載されていない
ため、平均日の入時刻に東京の日の入時刻と日暮れ時刻
の差を加えて、平均夜明け時刻については平均日の出時
刻から東京の夜明け時刻と日の出時刻の差を減じて推計
した。

Table 1　月別・時帯別歩行中死者数（明暗条件別：平成１０～１２年の３年分）

計１２１１１０９８７６５４３２１月
時間

２８６２４２５２４１７１５２０２２２９２５２２３２３１０
３０４４０２０２２３６２０２５２４２５２６３４１２２０１
２０３１４１６１７１４２０１６２０１９２０１６１６１５２
１８３１９１１１５１２１５１５１０１９２３１９１２１３３
２０６２４１３２０２３１８１８１０９１７２１１６１７４
２９０３５４９３３２６１５１４１３９１１２８２４３３５
２６５５９４５２１８１２６１１８５１０２３５７６
１８５１４２０１８１９１６１５１５１０１５１４９２０７
１８３１８１８１４１６１２１４１７１９９１５１６１５８
２５４３３２２２２２４１９２０１５１７２６２１１６１９９
２５７２０２９２３１３２５２１２２１８１４２３２４２５１０
２０２１８１２２３１３１６１３１７１７２０１３２２１８１１
１４１１６２０１３９１２８１４１０６１４８１１１２
１８０１９１５１３１１１９１３１４１３１８１５１４１６１３
１６９２９１０１４１２１１１４１０１６１３１５１２１３１４
２５５３１２４３６１９１６２５１３１４２４２２１６１５１５
２７８４６４６２６２０１５１４１３１６２４２４１３２１１６
６９３★１６１★１７３★９９２６１８２１２４１６１５１７３５８８１７
７６６８７９９９６★９７２８１６１４１４３９★９１★８３１０２１８
７０７５７６０５２４８★５５★５９５２★５９★８７７１５６５１１９
５６４６５５３４３３８５５３３５５３９５３５１３７４２２０
４４０４２４２３３２９３０３４３５３３３８４２３７４５２１
３６２３０３７２４２０３５２６２６２８４０２６３５３５２２
３４３３２２７２７２５２７２２２９２９３３２９２７３６２３
７，７１６９３３８８６７２８５７５５２４４８２４９５４８６６０１６５３５９５７５８計

　　　夜間　　　　夜明け／日暮れ　　　　夜明けと日の出／日暮れと日の入

　　　日の出／日の入　　　　昼間

注）★は前後の時間帯の中で、薄暮時に死者数がピークとなったもの。



あるいは日暮れの時刻を含む時間帯にほぼ一致して

いることが分かる。車両相互を含めた全事故類型を

対象にした分析では薄暮時に事故が多発することに

対して否定的な報告１）もされているが、歩行者事故

を対象とした今回の分析結果からは、薄暮時に事故

が多くなる傾向が季節変動を考慮しても通年的に存

在することが示されている。

　歩行中死者数の多くは高齢者であるが、歩行中負

傷者数では高齢者よりも成人や１５歳以下の子どもが

多く、薄暮時（以下、日の入、日暮れを含む時間帯

を薄暮時という）の歩行者事故の増加について、一

般的議論を展開するためには、負傷者を含めた死傷

者数を対象に議論することが適切と考えられる。

Fig.2は歩行中死傷者数を月別・時間帯別に集計した

ものであるが、各月とも１７～１８時に死傷者数が多く

なり、死者数では顕著であった薄暮時に死傷者数が

多くなるという傾向が明確には示されていない。

　交通事故件数や死傷者数に関する議論では、対象

となる集団の大きさ（母数）とその集団が事故に遭う

率（事故率）の積として表現すると明確になることが

ある。そこで、道路交通利用特性が類似する集団毎

に母数と事故率を分析することで、薄暮時の交通事

故への影響を調べることとする。

　Fig.3は、子ども（１５歳以下）、成人（１６～６４歳）、

高齢者（６５歳以上）の三つの年齢層の月別・時間帯別

歩行中死傷者数を示したものである。成人と高齢者

には、死者数で見られた薄暮時に死傷者数が増加す

る傾向が顕著に現れているが、子どもには、このよ

うな傾向が顕著に現れていない。つまり、全年齢層

を対象とした集計で薄暮時の影響が明確に示されな

かったのは、月別・時間帯別死傷者数の傾向が異な

る年齢層グループを一まとめに集計したためである。

　なお、薄暮時の死傷者数への影響は、死傷者数の

増減率の推移をみると分かり易い。Fig.4は、下記

の式で計算した死傷者数増減傾向を月別・時間帯別

に示したものであり、増減傾向が増加から減少に転

じるところが死傷者数のピークとなる。

　　死傷者数増減率＝

　　　（当該時間帯の値 － １時間前の値）÷

　　　　　　　　　　　　１時間前の値 × １００（％）

　子どもでは、夕方の死傷者数のピークが日の入時

間帯の１時間以上前にあり、明暗条件変化の影響を

受けていないが、成人や高齢者では死傷者数がピー

クとなる時間帯と、日暮れ時刻がほぼ一致しており、

明暗条件の変化の影響を受けている（相関がある）と

考えられる。

　３．明暗条件の歩行者事故への影響

　薄暮時を含めた夕方時間帯に歩行者事故が多くな

るといわれている４）。そこで、日の入、日暮れ等の

明暗条件（太陽の位置による明るさのレベル：Table 

1の凡例参照）が歩行者事故に与える影響について

論じる。ここでは、死傷者数を母数と事故率の積で

表すこととして、月別・時間帯別に母数と事故率が
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Fig. 2　月別・時間帯別歩行中死傷者数（平成１０～１２年の３年分）

〔子ども（15歳以下）〕 〔成人（16～64歳）〕 〔高齢者（65歳以上）〕 
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Fig. 3　年齢層別・月別・時間帯別歩行中死傷者数（平成１０～１２年の３年分）
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Fig. 4　時間帯別死傷者数の増減傾向の月別推移

Table 2　都道府県県庁所在地の月別日の入時刻

１２月１１月１０月９月８月７月６月５月４月３月２月１月

１７．６１７．７１８．１１８．７１９．２１９．６１９．５１９．３１８．９１８．７１８．４１８．０Ａ：最も遅い時刻

１６．０１６．３１７．０１７．９１８．５１８．９１８．９１８．６１８．２１７．７１７．１１６．４Ｂ：最も早い時刻

１．６１．４１．１０．８０．６０．６０．６０．６０．７０．９１．３１．６Ｃ：違い（Ａ－Ｂ）

１６．７１６．９１７．５１８．２１８．８１９．２１９．２１８．９１８．５１８．１１７．６１７．１Ｄ：平均値（４７箇所）

０．３０．３０．３０．２０．２０．２０．２０．２０．２０．２０．３０．３Ｅ：標準偏差

注）各月の中央日の値を、平成１３年版理科年表に示されたデータ（１０日、２０日分等）の按分計算により推計。値
の単位は時（例：１７．５は１７時３０分）または時間。

Table 3　明暗条件別の死傷者数の比

［夕方］

相対事故率
死傷者数の比平均死傷者数時間帯

明暗条件
１９時～１８時～１７時～

１９時～１８時～１７時～
平均値推計値計算値計算値計算値

１．００１．００－１．００１．００－４５４５３０昼間：日の入前

１．４３１．４３－１．２３１．６３－５６０８６６日の入

２．１１２．１１１．００２．２１２．０１６３２１，００２１，０６５日の入＋日暮れ

２．６８２．６０１．２４２．７０２．７５７８０１，２２６１，４５８日暮れ

２．８６２．９９１．４２２．７２－８９７１，２３６夜明け：日暮れ後

［夜明け］

相対事故率
死傷者数の比平均死傷者数時間帯

明暗条件
０６時～０５時～０４時～

０６時～０５時～０４時～
平均値計算値計算値推計値計算値

１．００１．００１．００１．００－１２０５４－昼間：日の出後

１．３３１．３１１．３４１．３３－１５８７２－日の出

１．９７２．１９１．７６１．９７１．００２６３９４７１日の出＋夜明け

２．４９２．９２２．３９２．１６１．１０３５０１２８７８夜明け

２．５０－２．５５２．４５１．２４－１３７８９夜間：夜明け前

注１）明暗条件の分類は、Table 1に示す月別・時間帯別のものを使用。平均死傷者数は、１ケ月を３０日として
計算。

　２）死傷者比率の推計値は、該当する明暗条件の平均死傷者数データがない場合に他時間帯の値を使い推計。
　３）相対事故率の平均値は、死傷者比率欄の太字で示す値を対象に算出。



どのように推移するかを分析することで、薄暮時の

死傷者数の増減について考える。

　母数となる全国の歩行者交通量を示す指標が、月

別・時間帯別にあれば議論は容易であるが、残念な

がらそのようなデータはない。そこで、ここではま

ず、月別・時間帯別の事故率として妥当な値を推計

し、その事故率を使い母数を推計することとする。

　人間の社会・生活活動に与える影響要因として、季

節変動と時間変動を比較すると、生活の基本である

睡眠や食事と深く関わる時間変動の影響が大きいと

考えられる。さらに、成人の場合、その生活行動（道

路利用）は日の入や日暮れといった季節変動（Table

2）のある明暗条件よりも、時計に従う時間帯の影

響を受ける度合いが高いと考えられる。そこで、あ

る時間帯の生活行動・道路利用状況の月別変動は大

きくないと仮定し＊２、同じ時間帯でも明暗条件が異

なることがある夕方時間帯の死傷者数に着目して、

明暗条件による交通事故率への影響を推計する。

　Table 3［夕方］は、成人の月別・時間帯別歩行中

死傷者数の中から、明暗条件別に１７～１８時、１８～１９

時と及び１９～２０時の時間帯の平均死傷者数及び相対

事故率（日の入直前の時間帯の死傷者数に対する、

当該明暗条件時間帯の死傷者数の比）を示したもの

である。なお、該当する時間帯に、昼間（日の入前）

や日の入時のデータがない場合には、他の時間帯の

明暗条件の比率と当該時間帯の日の入時と昼間の比

率の積により各相対事故率を推計した。

　その結果、昼間時間帯に対する事故率は、日の入

の時間帯は１．４倍、日の入と日暮れの時間帯は２．１倍、

日暮れの時間帯は２．７倍、そして夜間（日暮れ直後）

には２．９倍になると推計される。

　Table 3［夜明け］は同様にして明け方の相対事故

率を計算したものである。日暮れと明け方の明暗条

件を比較すると以下のような対応関係があると考え

られる。

　　日の入前　　　　⇔　日の出後

　　日の入　　　　　⇔　日の出

　　日の入と日暮れ　⇔　日の出と夜明け

　　日暮れ　　　　　⇔　夜明け

　　日暮れ後　　　　⇔　夜明け前

　Table 3で算出した夜間の相対事故率は、道路交

通条件、道路利用者の道路利用特性や心身特性に違

いがないと仮定した場合の値であり、同じ夜間でも

深夜等には、交通量や速度等の道路交通条件が異な

ったり、疲労、飲酒等による歩行者や運転者の心身

状況の違いのために、実際の事故率の比は表に示す

値と異なると考えられる。

　道路交通状況や心身状況による相対事故率の変化

がないものとして、６月、９月、１２月の各時間帯の

死傷者数を各明暗条件の相対事故率（設定値）で除し

て、明暗条件が昼間と同じであるとした場合の死傷

者数を示したもの（以下、正規化死傷者数という）が

国際交通安全学会誌　Ｖｏｌ．２８，Ｎｏ．１ 平成１５年５月（　）１０

西田　泰１０

　＊２　各月の朝夕の歩行者交通量は昼夜の歩行者交通量に比例
するという仮定と、明暗条件が各月で同じである９～１５
時の昼間時間帯及び２１～３時の夜間時間帯の歩行中死傷
者数の月別変動が２～３割であることから類推し、就業
者が多い成人では、社会・生活活動に伴った歩行者交通
量の月変動は、多くても平均値の２～３割程度と見積も
った。
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Fig. 5　月別・時間帯別正規化死傷者数（成人）
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Fig. 6　月別・時間帯別正規化死傷者数（子ども、高齢者）



Fig.5である。なお、夜明け前後の相対事故率と夕

方前後の相対事故率における夜間の値が２．５と２．９と

異なるが、歩行中死傷者者が少ない夜間では、死傷

者数を事故率で除して推計する母数への相対事故率

の影響は小さいと考えられるので、便宜的に午前中

はTable 3［夜明け］、午後はTable 3［夕方］に示す相

対事故率を使って正規化死傷者数を計算している。

　この正規化死傷者数が母数となる歩行者交通量に

比例すると仮定すると、６月、９月と１２月の夕方の

歩行者交通量はほぼ同じレベルと推計される。つま

り、成人の場合の１０～１月の夕方時間帯の歩行中死

傷者数の多さは、歩行者交通量という母数の増加で

はなく、薄暮時という明暗条件の悪化に伴う事故率

上昇によるものと考えられる。なお、１２月には朝の

時間帯に歩行者交通量が多くなると推計されるが、

明暗条件の季節変動が大きい４～７時の明方時間帯

の後であるので、明暗条件による事故率上昇の影響

を受けることがないことも、このFig.5から分かる。

　明暗条件による相対事故率が、他の年齢でも同じ

であると仮定して、子ども、高齢者の正規化死傷者

数の推移を示したものがFig.6である。高齢者では、

１２月に夕方時間帯を含め全体的に歩行者交通量が多

くなっており、１０～１月の夕方時間帯の歩行中死傷

者数の多さは、歩行者交通量という母数の増加と事

故率の上昇という二つの増加要因によるものと推測

される。これに対して、子どもでは夕方時間帯の歩

行者交通量が１２月に少なくなっており、明暗条件に

よる事故率の上昇（２．９倍）よりも、歩行者交通量と

いう母数の減少による影響が大きく（１７時台では６

月に比べて５分の１程度）、Fig.3に示された月別・

時間帯別死傷者数に明暗条件の影響が顕著に現れて

いない理由となる。

　４．明暗条件が歩行者事故類型に与える影響

　明暗条件が歩行者事故に与える影響を説明してき

たが、ここでは、さらに明暗条件が人の視認、認知

行動に対してどのような影響を与えるかを、歩行者

と車両の動きを考慮して分析する。

　分析対象の交通事故統計データでは、歩行者事故

（人対車両事故）はTable 4のように分類されている。

　Fig.7は死傷者数の多い五つの事故類型を対象に、

Table 3と同様の方法で算出した事故類型別の相対

事故率を示したものである。交通事故死傷者数を母

数と事故率の積で表現した場合、時間帯によって母

数に相当する道路利用者の道路横断頻度が異なる可

能性もあるので、ここでは通年で五つの明暗条件が

発生する５～６時と、１８～１９時の時間帯を対象に相

対事故率を計算した。また、明方時間帯で交通事故

死傷者数が少ない対面通行中については表示してい

ない。以下、十分なデータ数があった成人の夕方を

中心に相対事故率について論じる。

　全体的に夕方暗くなるに従い相対事故率が上昇し、

明け方明るくなるに従い相対事故率が下降している。

しかし、詳細にみると、事故類型により相対事故率

の変化傾向は異なる。

　変化の最も著しいのは「横断歩道横断中」であり、

「その他」が最も小さい。また、横断施設のない場所

Ｍａｙ，２００３ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．２８，Ｎｏ．１ （　）１１

明暗条件を考慮した歩行者事故の分析とその防止策 １１

Table 4　人対車両事故の中分類

内容中分類

通行中の歩行者に対面して通行してきた車
両と衝突

対面通行中

通行中の歩行者の後方から通行してきた車
両と衝突

背面通行中

横断歩道を横断中に衝突横断歩道横断中
横断歩道を利用せず、その側端から約３０ｍ
以内の道路の部分を横断中に衝突

横断歩道付近
横断中

横断歩道橋を利用せず、その橋部分から約
３０ｍ以内の道路の部分を横断中に衝突

横断歩道橋付近
横断中

横断歩道、横断歩道付近及び横断歩道橋付
近以外の道路の部分を横断中に衝突

その他横断中

遊びを目的として道路を利用中に衝突路上遊戯中
道路工事、荷物積降等のために道路で作業
中に衝突

路上作業中

道路上に停止していた時に衝突路上停止中
上記のいずれにも含まれないもの（ひき逃げ、
寝そべり、横断目的以外の飛び出し等）

その他

〔5～6時〕 〔18～19時〕 
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Fig. 7　事故類型別・明暗条件別相対事故率（成人）



の横断である「その他横断中」ではなく、「横断歩道

横断中」という安全施設利用中の相対事故率の変化

が大きいこと、さらに、歩行者から相手車両が見え

ない「背面通行中」に比べて相手車両が見える「対面

通行中」の事故率の変化が大きくなっている。

「その他」では２次的衝突等、他の事故類型と異な

り衝突対象となる車両運転者からの視認性が影響す

る場合が少ないものがあるために、明暗条件の変化

による事故率変化が小さくなると考えられる。

「横断歩道横断中」の変化が大きい理由には、早め

の点灯を行っても背景との明るさの差が小さく道路

前方が見にくい薄暮時には、運転者から歩行者が見

え難いということと（これは「その他横断中」にも共

通する）、道路利用者に安全施設を利用していると

いう過信があること（「その他横断中」にはない）とが

挙げられる。また、「対面通行中」の変化が大きい理

由については、車両運転者から歩行者が見え難い状

況でも、歩行者から車両の存在が認識できる場合に

は、歩行者は運転者も自分に気づいているものとし

て、歩行者側から積極的な回避を行わない場合があ

ることが考えられる。これに対して、「背面通行中」

は、歩行者側からの事故回避行動に明暗条件が与え

る影響はほとんどなく、もっぱら運転者による回避

だけであるので、「対面通行中」に比べて歩行者の過

信分だけ影響度が小さくなると考えられる。

　５．明暗条件が信号交差点事故に与える影響

　事故類型の場合のFig.7と同様の方法で、信号交

差点及び無信号交差点の相対事故率の推移を示した

ものがFig.8である。対象は成人（１６～６４歳）で、時

間帯は５～６時と１８～１９時とした。

　全体的に、明暗条件の影響は、無信号交差点に比

べて信号交差点での事故に大きく現れている。急激

に視認環境が悪化した中で歩行者を見落とす可能性

が高くなったという点では、無信号交差点と信号交

差点は同じ条件であるが、交通信号という安全施設

に対する歩行者の過信、及び運転者の交通信号への

注意が増した分歩行者への注意が低下したことが無

信号交差点との違いの理由として挙げられる。

　なお、以上の結果は、明暗条件による相対的な事

故率の変化に対するものであり、夜間は信号交差点

が無信号交差点に比べて、危険であることを意味す

るものではない。

　６．考察

　明暗条件による相対事故率の違いは、歩行者交通

事故対策を検討する上で重要な意味を持つ。つまり、

明暗条件の悪化による歩行者の被視認性低下により

事故率が上昇すると考えられる場合には、対策の目

標は歩行者の被視認性向上となる。信号交差点にお

ける相対事故率の大きな変化は、信号機設置は道路

利用者への通行権明示による錯綜防止という点で、

事故防止効果があっても、明暗条件の悪化による歩

行者を含めた道路交通環境の被視認性低下に対して

は効果がないことを意味すると考えてよいであろう。

　横断中の事故について、対面通行中や背面通行中

に比べて件数だけでなく夜間の相対事故率が高いこ

とは、夜間の横断歩行者対策が歩行者事故対策の中

心となるべきであることを意味する。この場合、歩

行者の被視認性向上のために反射材の装着が効果的

と考えられるが、靴の裏のようにもっぱら後方車両

に対する効果を有する位置だけでなく、横方向から

の車両に対しても効果がある位置に反射材を装着す

ることも必要と考えられる。

　さらに、薄暮時には多少太陽光による明るさも残

っており、車両前照灯の効果が真っ暗な夜間程では

ないことから、反射材のような受動的なものでなく

自発光型のランプが効果的と考えられる。ただし、

視覚刺激による存在の明示は、周囲との相対的な関

係により、その効果が影響されることを考えると、

絶対的な対策になるものではない。

　最近、話題となっている昼間点灯や薄暮時の早め

の点灯１，５）については、相手方に自車の存在を認知

国際交通安全学会誌　Ｖｏｌ．２８，Ｎｏ．１ 平成１５年５月（　）１２
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Fig. 8　信号機有無別・明暗条件別相対事故率（成人）



させることによる衝突回避が基本的な考え方であり、

わが国でもその効果も報告されている５）。しかし、

その一方で、その効果についての論議もある６，７）。

薄暮時において、歩行者は走行音や存在感から車両

の存在に気づくこともあるので、筆者は、車両の昼

間点灯や早めの点灯が、車両事故に対するような効

果を歩行者事故にも期待できるとは思わない。

　このような状況の中で新たな歩行者事故対策とし

て、母数を減らすような対策、歩行者版ＴＤＭ（Ｔｒａｎｓ‐

ｐｏｒｔａｔｉｏｎ Ｄｅｍａｎｄ Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ）も考えられる。こ

れは、Fig.5, 6に示されるように歩行者事故が１０～

１月の夕方に多くなる理由が、明暗条件が悪くなる

夕方時間帯に歩行者交通量も多くなること（主に高

齢歩行者向け）を考慮した対策である。年末年始の

夕方から夜間に歩行者交通量が増加する理由が、社

会・経済的な理由であるならば、その原因を人為的

に移動することで事故件数の削減も可能となる。例

えば、仕事の区切りが１２月末にならないように、正

月を現在の夏休みのような休暇期間に、そして仕事

の区切りを６月末にすることで、１２月の夕方の歩行

者交通需要のピークが６月の夕方に移動できるなら

ば、歩行者交通量増加と明暗条件悪化の時期が一致

することによる事故増加を防ぐことが可能となる。

　なお、過去に何回も検討されているサマータイム

には、薄暮時の歩行者交通量を増加させ、歩行者事

故を増加させる恐れがある。

　７．おわりに

　本論文の結果をまとめると以下のとおりとなる。

　歩行中死者数は１０月から１２月の夕方に顕著に多く

なる。さらに、各月の歩行中死者数がピークとなる

時間帯をみると、日暮れの時刻を含む時間帯に対応

して、夏場には１９～２０時、冬場には１７～１８時となっ

ており、明暗条件が歩行者事故に影響していること

が示された。

　明暗条件による歩行者事故への影響を相対事故率

で論じると、昼間に比べて薄暮時には１．４～２．７倍、

夜間には２．９倍になると推計される。この結果から、

薄暮時の歩行者事故の発生率を上昇させるものは、

明暗条件の急激な変化ではなく、暗いという明暗条

件そのものであると推測される。

　さらに、歩行者と衝突車両の位置関係別に明暗条

件の影響を調べると、横断歩道横断中の事故に対す

る影響が最も大きく、夜間には背面通行中よりも対

面通行中の事故の増加率が高いと推計された。また、

信号交差点では無信号交差点に比べて、明暗条件に

よる事故率の上昇が大きく、通行権の明確化だけで

は、夜間事故の増加を抑止できないと考えられる。

　なお、件数、死傷者数が多い事故に対しては、事

故率の低下だけでなく、交通需要の抑制、管理によ

る交通事故防止対策も効果的であり検討の必要があ

る。この点でも、社会・生活活動との関連付けが可

能な時間を考慮した交通事故分析は、有効な資料を

提供すると考えられる。

　今回提案した明暗条件の影響について論じるため

の相対事故率の算出方法は、交通事故分析における

多重クロス集計が容易となった現在、多方面への応

用が期待できる。ただし、現在の方法は行動特性が

明暗条件の影響を受けず、同じ時間帯であれば月変

動も小さいと考えられる場合に適用可能なものであ

り、明暗条件の夜間に該当する時間帯に歩行者交通

量が多くなる場合（例えば、年末の高齢者）に適用す

る場合には、改良が必要と考えられる。
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